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宮崎県告示第28号

私立学校振興助成法（昭和50年法律第61号）第14条第３項の規定

に基づき、知事を所轄庁とする学校法人が同条第２項の規定により

知事に届け出る平成28年度以後の各年度の貸借対照表、収支計算書

その他の財務計算に関する書類に添付する公認会計士又は監査法人

の監査報告書に係る監査事項を次のとおり指定し、平成28年度の監

査報告書から適用する。

私立学校振興助成法に基づく学校法人の監査報告書に係る監査事

項の指定（昭和56年宮崎県告示第 333号）は、平成27年度の監査報

告書を限りとして廃止する。

平成29年１月16日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）の定めるところに

従って、会計処理が行われ、財務計算に関する書類（資金収支内訳

表、活動区分資金収支計算書及び事業活動収支内訳表を除く。）が

作成されているかどうか。

宮崎県告示第29号

学校法人の行うことのできる収益事業の種類（平成20年宮崎県告示第 309号）の一部を次のように改正し、公表の日から施行する。

平成29年１月16日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

１ 私立学校法第26条第１項の規定により知事の所轄に属する学校

法人及び同法第64条第４項の法人の行うことのできる収益を目的

とする事業（当該学校法人の設置する学校の教育の一部として又

はこれに付随して行われる事業を除く。以下「収益事業」という

。）は、次項に掲げるものであって、次の各号のいずれにも該当

しないものでなければならない。

（１） ［略］

（２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23年法律第 122号）第２条各項（第２項、第３項及び第12項を

除く。）に規定する営業及びこれらに類似する方法によって経

営されるもの

（３）～（６） ［略］

２ 収益事業の種類は、日本標準産業分類（平成25年総務省告示第

405号）に定めるもののうち、次に掲げるものとする。

（１）～（18） ［略］

１ 私立学校法第26条第１項の規定により知事の所轄に属する学校

法人及び同法第64条第４項の法人の行うことのできる収益を目的

とする事業（当該学校法人の設置する学校の教育の一部として又

はこれに付随して行われる事業を除く。以下「収益事業」という

。）は、次項に掲げるものであって、次の各号のいずれにも該当

しないものでなければならない。

（１） ［略］

（２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23年法律第 122号）第２条各項（第２項及び第３項を除く。）

に規定する営業及びこれらに類似する方法によって経営される

もの

（３）～（６） ［略］

２ 収益事業の種類は、日本標準産業分類（平成19年総務省告示第

618号）に定めるもののうち、次に掲げるものとする。

（１）～（18） ［略］

宮崎県告示第30号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 158条第１項の規定

により、歳入の徴収又は収納の事務を次のとおり委託した。

平成29年１月16日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣
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委 託 期 間委 託 先
委 託 し た 徴 収
又 は 収 納 事 務

平成28年10月28日から

平成30年９月30日まで

弁護士法人

一番町綜合法律

事務所

母子父子寡婦福祉資

金償還金

宮崎県告示第31号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成29年１月16日から平成29年１月30日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成29年１月16日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

400．0

618．0

14．0～

40．3

5．0～

31．3

旧日南市大字

塚田字栗山

乙1043番３

地先から同

市同大字字

大野乙 897

番１地先ま

で

日南志

布志線

県道3

400．014．0～

40．3

新

公公 告告

肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第14条の規定により、次の

とおり肥料の登録は、失効した。

平成29年１月16日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

失効年月日
生 産 業 者その他の

規 格

保証成分量

（％）
肥料の名称肥料の種類登録番号

所 在 地名 称

平成28年
10月７日

宮崎県都城市高城町有水1941
番地

南国興産株式会社含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

ＴＮ 6．0
ＴＰ 8．0
ＣＰ 5．5
ＴＫ 4．0
ＣＫ 3．5
ＣＭｇ 1．2

有機入り 6
84号

化成肥料宮崎県第
941号

平成28年
10月７日

宮崎県都城市高城町有水1941
番地

南国興産株式会社その他の制限事
項は公定規格の
とおり

ＴＮ 5．0
ＴＰ 17．0

蒸製骨粉57
号

蒸製骨粉宮崎県第
961号

平成28年
10月７日

宮崎県都城市高城町有水1941
番地

南国興産株式会社その他の制限事
項は公定規格の
とおり

ＴＮ 5．0
ＴＰ 19．0

蒸製骨粉59
号

蒸製骨粉宮崎県第
962号

平成28年
10月７日

宮崎県都城市高城町有水1941
番地

南国興産株式会社その他の制限事
項は公定規格の
とおり

ＴＮ 3．0
ＴＰ 22．0

豚蒸製骨粉
３湿22

蒸製骨粉宮崎県第
996号

平成28年
10月７日

宮崎県都城市高城町有水1941
番地

南国興産株式会社その他の制限事
項は公定規格の
とおり

ＴＮ 3．0
ＴＰ 18．0

蒸製骨粉３
湿18

蒸製骨粉宮崎県第
1002号

平成28年
10月７日

宮崎県都城市高城町有水1941
番地

南国興産株式会社その他の制限事
項は公定規格の
とおり

ＴＮ 3．0
ＴＰ 20．0

蒸製骨粉３
湿20

蒸製骨粉宮崎県第
1003号

平成28年
10月７日

宮崎県都城市高城町有水1941
番地

南国興産株式会社ＴＮ 5．0
ＴＰ 17．0

豚蒸製骨粉
５湿17

蒸製骨粉宮崎県第
1022号

平成28年
10月７日

宮崎県都城市高城町有水1941
番地

南国興産株式会社ＴＮ 4．0
ＴＰ 18．0

蒸製骨粉４
湿18

蒸製骨粉宮崎県第
1023号

平成28年
10月18日

宮崎県児湯郡川南町大字川南
16092湿１

株式会社宮崎サン
エフ

含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

ＴＮ 4．0
ＴＰ 4．0
ＴＫ 1．0

大地の達人混合有機質
肥料

宮崎県第
1014号

（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。

ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量、ＣＰ：く溶性りん酸、ＴＫ：カリウム全量、ＣＫ：く溶性カリウム、
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ＣＭｇ：く溶性苦土

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第87条第１項の規定により

、正蓮寺地区県営土地改良事業（宮崎市、湛水防除事業）に係る土

地改良事業計画を定めた。

なお、関係書類を次のとおり縦覧に供する。

平成29年１月16日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 縦覧に供する書類

策定に係る土地改良事業計画書の写し

２ 縦覧期間

平成29年１月16日から平成29年２月13日まで

３ 縦覧場所

宮崎市役所 農村整備課内

４ その他

この公告に係る土地改良事業計画（以下「この計画」という。

）に対して不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算

して15日以内に、宮崎県知事に対して審査請求をすることができ

る。

また、この計画については、上記の審査請求のほか、この計画

の策定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に

、宮崎県を被告として（宮崎県知事が被告の代表者となる。）、

この計画の策定の取消しの訴えを提起することができる。

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第87条第１項の規定により

、目引地区県営土地改良事業（宮崎市、ため池等整備事業）に係る

土地改良事業計画を定めた。

なお、関係書類を次のとおり縦覧に供する。

平成29年１月16日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 縦覧に供する書類

策定に係る土地改良事業計画書の写し

２ 縦覧期間

平成29年１月16日から平成29年２月13日まで

３ 縦覧場所

宮崎市役所 農村整備課内

４ その他

この公告に係る土地改良事業計画（以下「この計画」という。

）に対して不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算

して15日以内に、宮崎県知事に対して審査請求をすることができ

る。

また、この計画については、上記の審査請求のほか、この計画

の策定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に

、宮崎県を被告として（宮崎県知事が被告の代表者となる。）、

この計画の策定の取消しの訴えを提起することができる。

選挙管理委員会告選挙管理委員会告示示

宮崎県選挙管理委員会告示第３号

平成28年７月10日執行の参議院宮崎県選出議員選挙に係る候補者

の選挙運動に関する収入及び支出の報告書の要旨について、公職選

挙法（昭和25年法律第 100号）第 192条第１項の規定により、次の

とおり公表する。

平成29年１月16日

宮崎県選挙管理委員会委員長 吉 瀬 和 明
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